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本論は、日本中世の国制を検断の分析を通して考察したものである。 

検断とは日本中世において主に現代の刑事的事件についての取締りと犯人の断罪を示

す言葉であるが、この検断を含む国家的軍事警察機能は、黒田俊雄氏の権門体制論、佐藤

進一氏の東国国家論などにおいて諸国守護権と呼ばれ、日本の中世国家像を論じる際の一

つのキーワードとなってきた。 

この諸国守護権は、従来は朝廷から鎌倉幕府に委譲された権限として位置づけられてき

た。しかし、川合康氏をはじめとする近年の鎌倉幕府研究や、石井紫郎氏・新田一郎氏に

よる検断体制の変化から国制の変化を論じる研究を踏まえると、鎌倉幕府が諸国守護権を

担うということの実態や、朝廷も含めた中世社会全体における諸国守護権のあり方を明ら

かにすることが、中世国家像を論じる上で必要であることがわかる。 

このような先行研究を踏まえ、本論では朝廷・幕府それぞれの動きと相互関係の中から、

どのようにして新たな国制が形成されてゆくのかを、検断を通して考察した。 

まず第一部では鎌倉幕府の検断について検討し、その制度的枠組みや、その中心的担い

手であった守護の活動の具体像、また他権門への影響について明らかにした。 

第一章「鎌倉幕府検断体制の構造と展開」では鎌倉幕府がどのように諸国守護権を担っ

たのか、その制度的変遷について全体的な枠組みを提示した。一一九〇年、幕府は御家人

を統率して諸国守護権を担う存在として朝廷から位置づけられたが、この諸国守護権には

個々の御家人の領主権力の上に立つ高次の権力としての側面と、御家人の領主権力として

の検断を公的に位置づけ保障する側面とがあった。一二二一年の承久の乱を経て、幕府は

本所一円地への守護不入を決定して、地頭領・本所一円地体制と呼びうる体制を構築し、
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その上で、組織的な検断機構の整備を進めた。その後、深刻化する悪党問題に対処するた

め、幕府では本所一円地住人をも検断に動員しようとするが成功せず、滅亡を迎えたので

ある。 

第二章「鎌倉幕府の検断訴訟手続きと注進状」では、鎌倉幕府の検断訴訟手続きにおい

て、大きな役割を果たした守護の注進状について、その文書としての性格や意義、作成過

程などを、両使の請文と比較しながら明らかにした。守護注進状は幕府訴訟に向けた事前

手続きとして、訴人の訴えにより守護機構の実検・審理を経て作成された。守護注進状を

めぐる検断訴訟手続きは十三世紀最末期には成立しており、守護注進状の提出は幕府法廷

における最も有効な挙証手段であった。この守護注進状の成立の背景には、幕府検断機構

の整備にともなう、守護の幕府検断における中心的役割に対する中世社会全体の認知があ

った。 

第三章「守護所の活動と構造」では管国現地での守護所の活動の具体像や、現地守護所

の活動を実際に担った人員構成について明らかにした。現地の守護所では鎌倉や京都にい

る守護や守護側近の守護代と連携しながら、実検・問答・証拠収集などが行われ犯罪事実

の確定が行われており、訴陳状の交換による訴訟手続きについても、鎌倉・六波羅法廷に

準じた手続きが行われていた。また、守護機構全体としてみると、交代してゆく守護正員・

守護代と、守護の交代とは無関係に現地守護所を支える「在守護所御家人」とでも言うべ

き存在があった。この「在守護所御家人」は国衙在庁官人の系譜に連なる国御家人であり、

かれらが守護の管国統治を支えていた。また郡単位に設置される郡守護代・郡守護使の存

在も複数の国で確認でき、かれらも守護の管国統治を支える存在であった。 

第四章「鎌倉幕府の検断と権門寺院」では、独自に大和国一国に対する検断権を行使し

た興福寺と幕府の検断との関係について検討し、幕府の検断が寺社権門の検断に優越して

ゆく様相を提示した。すなわち、西大寺所蔵聖教の紙背文書から一三二四年に興福寺が直

面していた悪党問題とその対応策について分析し、興福寺が幕府の検断政策に従い、それ

を請け負うことによって、大和国一国に対する自らの支配を維持しようとしていたことを

明らかにした。また、このような状況に至る、鎌倉後期の大和国をめぐる興福寺・幕府の

動向を整理した。 

第二部では朝廷の検断について、衾宣旨という全国に犯人追捕を命じる文書を素材とし

て検討し、朝廷の検断の実像と、それが要請された背景、またそれが果たした機能につい

て明らかにした。 

第五章「衾宣旨とその効力」では衾宣旨の文書としての性格や意義、その効力のあり方
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について明らかにした。衾宣旨は本所検断権の自立や幕府の成立により、その諸国守護権

の危機に直面した朝廷が、全ての検断権保持者を総体として朝廷に直結する形で再編成す

ることを試み、そのような朝廷の諸国守護権を体現する文書として成立し、右弁官下文の

形式を採った。承久の乱による武力の崩壊により、朝廷は自ら直接に衾宣旨の効力を保障

することはできなくなった。しかし、衾宣旨は紛争当事者による武力行使に正当性を与え、

また第三者の武力を動員するものとして機能した。諸権門は自らの支配領域内では自ら武

力を行使できたが、他権門の支配領域内では武力を行使できず、ここに衾宣旨を要請する

動機があった。朝廷は衾宣旨によって諸権門の武力行使を媒介することで、諸国守護権を

行使したのである。 

第六章「衾宣旨と権門寺院」では鎌倉後期の石山寺で発生した事件を素材として、衾宣

旨がなぜ必要とされたのかについて具体的に提示した。石山寺の堂衆の追捕を命じた衾宣

旨の背景には仁和寺出身の座主守恵と従来からの寺僧との対立があり、この対立は東大

寺・延暦寺が石山寺の末寺化を図る中で、守恵が石山寺の支配強化を図ったことによるも

のであった。守恵によって追放された寺僧は東大寺を頼って朝廷に訴えており、自ら武力

を有する守恵が衾宣旨を要請した背景には、他権門と結びつく敵対者に対抗する上で衾宣

旨が有効と考えられたことを示している。 

第七章「衾宣旨と鎌倉幕府」では、鎌倉後期における衾宣旨と幕府の検断手続きとの関

係、幕府による衾宣旨要請事例の検討を通じて、衾宣旨と鎌倉幕府の関係を検討した。悪

党問題の深刻化の中で、朝廷・本所は検断について幕府への依存を強めてゆく。近藤成一

氏が明らかにした「悪党召し捕りの構造」の成立によって朝廷の断罪は幕府の武力によっ

て実現されることとなり、衾宣旨が幕府によって施行される例も見出される。六波羅の御

教書が衾御教書と呼ばれるようになり、本所の要請による衾宣旨発給事例は見られなくな

ってしまう。一方、後醍醐天皇の討幕運動に対し、幕府は後伏見上皇に関係者追捕のため

の衾宣旨発給を要請した。このことは幕府による検断への本所一円地住人動員のあり方の

限界を示すものである。またこの衾宣旨発給は、これ以降に展開する南北朝内乱期の政治

構造の出発点としても評価できる。 

第三部では第一部・第二部での検討を踏まえ、検断をめぐる朝廷・幕府の相互関係につ

いて検討し、諸国守護権の分裂と再統合の過程を明らかにした。 

第八章「幕府権力の生成と朝廷の対応」では鎌倉幕府の成立から承久の乱までの時期に

ついて、諸国守護権をめぐる朝廷・幕府両者の動向を明らかにした。朝廷と敵対する関係

から出発した幕府は、自らの軍事力を諸国守護権の掌握によって正当化し成長してゆく。
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朝廷は建久新制において幕府を既存の朝廷機構とともに諸国守護権を担う存在として位置

づけ、諸国守護権は朝廷・幕府の間に分裂することとなる。幕府では御家人による諸国守

護権の独占が、朝廷では分裂した諸国守護権の回収が目指され、このような両者が衝突し

たのが承久の乱であった。 

第九章「幕府検断の展開と朝廷・寺社本所」では承久の乱を契機とする朝廷・幕府の新

たな関係設定の様相を明らかにし、鎌倉後期の悪党問題を契機とする諸国守護権統合の動

きを提示した。承久の乱後、朝廷と幕府は相互関係の再設定が必要となり、一二三八年の

将軍上洛を期に、検断については地頭領・本所一円地体制による権限の住み分けが行われ

た。この地頭領・本所一円地体制の中、幕府では検断機構の整備が行われ、朝廷の衾宣旨

も寺社権門の世界を中心として機能し続けた。鎌倉後期の悪党問題の深刻化の中で、諸国

守護権は幕府を中心に再統合されるが、幕府は本所一円地住人をその検断に動員すること

ができず、再統合された諸国守護権を御家人のみで支えるという矛盾の中で滅亡してしま

う。 

終章では、以上の三部にわたる検討をまとめ、また、新しい検断システムの形成過程と、

中世日本の国制について論じた。新たな検断システムは幕府の検断体制に朝廷・本所が依

存・参加することで成立するが、幕府はそのシステムに本所一円地住人を動員することが

できなかったため、御家人のみで支えねばならず、滅亡してしまう。また諸国守護権をめ

ぐる検討からは、朝廷・幕府両者は共に独自の国家と捉えることができ、荘園制を踏まえ、

同一の国土の上に朝廷・幕府の二つの国家が存在したと考えることができる。この二つの

国家のうち、朝廷が分裂し、その片方が幕府と結びつくことで、新しい一つの国家へと再

編成されてゆくのである。 


